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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、及び脂環式炭
化水素系樹脂からなる群から選択される熱可塑性樹脂である熱可塑性樹脂（Ａ）、硬化性
単量体（Ｂ）、及び、重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）を含有する硬化性樹
脂組成物の硬化物からなり、
　面内の位相差が２０ｎｍ以下で、複屈折率が２０×１０－５以下である樹脂フィルム。
【請求項２】
　硬化性単量体（Ｂ）の少なくとも１種が、多官能（メタ）アクリル酸誘導体である、請
求項１に記載の樹脂フィルム。
【請求項３】
　熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化性単量体（Ｂ）の含有割合が、熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化性
単量体（Ｂ）の質量比で、熱可塑性樹脂（Ａ）：硬化性単量体（Ｂ）＝３０：７０～９０
：１０である、請求項１または２に記載の樹脂フィルム。
【請求項４】
　重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）の含有量が、熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化
性単量体（Ｂ）の合計１００質量部に対して、０．１～１０質量部である、請求項１～３
のいずれかに記載の樹脂フィルム。
【請求項５】
　前記熱可塑性樹脂（Ａ）のガラス転移温度（Ｔｇ）が、１４０℃以上である、請求項１
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～４のいずれかに記載の樹脂フィルム。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれかに記載の樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの少なくとも片面に
ガスバリア層を有するガスバリアフィルム。
【請求項７】
　前記ガスバリア層が、ケイ素含有高分子化合物を含む層にイオンが注入されて形成され
た層である、請求項６に記載のガスバリアフィルム。
【請求項８】
　前記ケイ素含有高分子化合物が、ポリシラザンである、請求項７に記載のガスバリアフ
ィルム。
【請求項９】
　４０℃、相対湿度９０％雰囲気下における水蒸気透過率は、１ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下で
ある、請求項６～８のいずれかに記載のガスバリアフィルム。
【請求項１０】
　請求項１～５のいずれかに記載の樹脂フィルム、または請求項６～９のいずれかに記載
のガスバリアフィルムを備える電子デバイス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学等方性、紫外線遮断性及び耐熱性に優れる樹脂フィルムの製造原料とし
て有用な硬化性樹脂組成物、この硬化性樹脂組成物を用いて得られる樹脂フィルム、この
樹脂フィルムを有するガスバリアフィルム、前記樹脂フィルム又はガスバリアフィルムを
備える電子デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶ディスプレイやエレクトロルミネッセンス（ＥＬ）ディスプレイ等のディス
プレイには、薄型化、軽量化、フレキシブル化等を実現するために、電極を有する基板と
して、ガラス板に代えて透明プラスチックフィルムを用いることが検討されている。
　これらの用途に用いる透明プラスチックフィルムは、透明電極の成膜工程等において加
熱されたり、発熱する電子デバイスにも用いられることから、耐熱性に優れることが求め
られる。また、透明プラスチックフィルムは、ディスプレイ等の光学用途に用いられる場
合には、光学等方性に優れることが求められている。
【０００３】
　また、ガラス板に代えて透明プラスチックフィルムを用いる場合、素子や電極の劣化を
防ぐために、水蒸気や酸素の透過を抑制する層（ガスバリア層）が設けられる（以下、ガ
スバリア層を有する樹脂フィルムを、「ガスバリアフィルム」という。）。
　例えば、特許文献１には、透明プラスチックフィルム表面に、蒸着法、イオンプレーテ
ィング法、スパッター法等により、金属酸化物からなる透明ガスバリア層を積層したフレ
キシブルディスプレイ基板が記載されている。
　また、特許文献２には、基材の少なくとも片面に、ポリシラザン膜にプラズマ処理を施
して形成されたガスバリア層を有するガスバリアフィルムが記載されている。
【０００４】
　近年、ガスバリアフィルムは、太陽電池等の屋外で使用される電子デバイスの部材や、
エレクトロルミネッセンス素子等の封止部材等の各種の電磁波が照射される部材としても
用いられるようになった。このため、紫外線等が照射されても透過しにくい（紫外線遮断
性を有する）ガスバリアフィルムが要望されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０００－３３８９０１号公報
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【特許文献２】特開２００７－２３７５８８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このように、電子デバイス等に用いる樹脂フィルムやガスバリアフィルムには、紫外線
遮断性や耐熱性等の多くの性能を同時に達成することが求められる。
　しかしながら、樹脂フィルムに紫外線吸収剤を含有させると、多くの場合、樹脂フィル
ムの耐熱性が低下するため、紫外線遮断性と耐熱性を両立させることは困難であった。
　このため、光学等方性、紫外線遮断性及び耐熱性に優れる樹脂フィルムや、これらの性
能に加えて、優れたガスバリア性を兼ね備えたガスバリアフィルムの開発が望まれていた
。
【０００７】
　本発明は、かかる従来技術の実情に鑑みてなされたものであり、光学等方性、紫外線遮
断性及び耐熱性に優れる樹脂フィルムの製造原料として有用な硬化性樹脂組成物、この硬
化性樹脂組成物を用いて得られる樹脂フィルム、この樹脂フィルムを有するガスバリアフ
ィルム、前記樹脂フィルム又はガスバリアフィルムを備える電子デバイスを提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく、紫外線吸収剤を含有する樹脂フィルムについて
鋭意検討した結果、特定の組成を有する硬化性樹脂組成物の硬化物からなる樹脂フィルム
は、光学等方性、紫外線遮断性及び耐熱性に優れることを見出し、本発明を完成するに至
った。
【０００９】
　かくして本発明によれば、下記（１）～（７）の硬化性樹脂組成物、（８）の樹脂フィ
ルム、（９）～（１１）のガスバリアフィルム、及び（１２）の電子デバイスが提供され
る。
（１）熱可塑性樹脂（Ａ）、硬化性単量体（Ｂ）、及び重合性不飽和結合を有する紫外線
吸収剤（Ｃ）を含有することを特徴とする硬化性樹脂組成物。
（２）熱可塑性樹脂（Ａ）が、非晶性熱可塑性樹脂である、（１）に記載の硬化性樹脂組
成物。
（３）熱可塑性樹脂（Ａ）が、芳香族環構造又は脂環式構造を有するものである、（１）
または（２）に記載の硬化性樹脂組成物。
（４）熱可塑性樹脂（Ａ）が、ポリスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリカーボ
ネート系樹脂、及び脂環式炭化水素系樹脂からなる群から選択される熱可塑性樹脂である
、（１）～（３）のいずれかに記載の硬化性樹脂組成物。
（５）硬化性単量体（Ｂ）の少なくとも１種が、多官能（メタ）アクリル酸誘導体である
、（１）～（４）のいずれかに記載の硬化性樹脂組成物。
（６）熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化性単量体（Ｂ）の含有割合が、熱可塑性樹脂（Ａ）と硬
化性単量体（Ｂ）の質量比で、熱可塑性樹脂（Ａ）：硬化性単量体（Ｂ）＝３０：７０～
９０：１０である、（１）～（５）のいずれかに記載の硬化性樹脂組成物。
（７）重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）の含有量が、熱可塑性樹脂（Ａ）と
硬化性単量体（Ｂ）の合計１００質量部に対して、０．１～１０質量部である、（１）～
（６）のいずれかに記載の硬化性樹脂組成物。
（８）前記（１）～（７）のいずれかに記載の硬化性樹脂組成物の硬化物からなる樹脂フ
ィルム。
（９）前記（８）に記載の樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの少なくとも片面にガスバリ
ア層を有するガスバリアフィルム。
（１０）前記ガスバリア層が、ケイ素含有高分子化合物を含む層に、イオンが注入されて
形成された層である、（９）に記載のガスバリアフィルム。
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（１１）前記ケイ素含有高分子化合物がポリシラザンである、（１０）に記載のガスバリ
アフィルム。
（１２）前記（８）に記載の樹脂フィルムまたは（９）～（１１）のいずれかに記載のガ
スバリアフィルムを備える電子デバイス。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、光学等方性、紫外線遮断性及び耐熱性に優れる樹脂フィルムの製造原
料として有用な硬化性樹脂組成物、この硬化性樹脂組成物を用いて得られる樹脂フィルム
、この樹脂フィルムを有するガスバリアフィルム、前記樹脂フィルム又はガスバリアフィ
ルムを備える電子デバイスが提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明を、１）硬化性樹脂組成物、２）樹脂フィルム、３）ガスバリアフィルム
、及び、４）電子デバイス、に項分けして詳細に説明する。
【００１２】
１）硬化性樹脂組成物
　本発明の硬化性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂（Ａ）、硬化性単量体（Ｂ）、及び重合性
不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）を含有するものである。
【００１３】
〔熱可塑性樹脂（Ａ）〕
　本発明に用いる熱可塑性樹脂（Ａ）は、加熱により溶融又は軟化し、このものを冷却す
ると固化する性質（熱可塑性）を有する合成樹脂である。熱可塑性樹脂（Ａ）は、この性
質を有するものであれば特に限定されないが、非晶性熱可塑性樹脂が好ましい。非晶性熱
可塑性樹脂を用いることで、透明性に優れる樹脂フィルムやガスバリアフィルムが得られ
易くなる。また、非晶性熱可塑性樹脂は有機溶剤に溶け易いため、後述するように、溶液
キャスト法を利用して、効率よく樹脂フィルムを形成することができる。
　ここで、非晶性熱可塑性樹脂とは、示差走査熱量測定において、融点が観測されない熱
可塑性樹脂をいう。
【００１４】
　また熱可塑性樹脂（Ａ）としては、耐熱性に優れる樹脂フィルムが得られ易いことから
、芳香族環構造又は脂環式構造等の環構造を有する熱可塑性樹脂が好ましく、芳香族環構
造を有する熱可塑性樹脂がより好ましい。
【００１５】
　熱可塑性樹脂（Ａ）の具体例としては、ポリスルホン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、
ポリカーボネート系樹脂、及び脂環式炭化水素系樹脂等が挙げられる。これらの中でも、
耐熱性および光学等方性に優れる樹脂フィルムが得られ易いことから、ポリスルホン系樹
脂、及び脂環式炭化水素系樹脂が好ましい。
【００１６】
　ポリスルホン系樹脂は、主鎖中に、スルホン基を有する高分子である。ポリスルホン系
樹脂としては、特に限定されず、公知のものが使用できる。ポリスルホン系樹脂は、例え
ば、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリフェニルスルホン樹脂等が挙げ
られる。また、本発明に用いるポリスルホン系樹脂は、変性ポリスルホン系樹脂であって
もよい。
【００１７】
　これらの中でも、ポリスルホン系樹脂としては、ポリエーテルスルホン樹脂又はポリス
ルホン樹脂が好ましい。
【００１８】
　ポリアリレート系樹脂は、芳香族ジオールと芳香族ジカルボン酸又はそのクロライドと
の反応により得られる高分子化合物からなる樹脂である。ポリアリレート系樹脂としては
、特に限定されず、公知のものが使用できる。
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【００１９】
　ポリカーボネート系樹脂は、主鎖中にカーボネート基を有する高分子である。ポリカー
ボネート系樹脂としては、特に限定されず、公知のものが使用できる。ポリカーボネート
系樹脂としては、芳香族ポリカーボネート樹脂や脂肪族ポリカーボネート樹脂等が挙げら
れる。なかでも、耐熱性、機械的強度、透明性等に優れることから、芳香族ポリカーボネ
ート樹脂が好ましい。
　芳香族ポリカーボネート樹脂は、芳香族ジオールとカーボネート前駆体とを界面重縮合
法や溶融エステル交換法で反応させる方法や、カーボネートプレポリマーを固相エステル
交換法により重合させる方法や、環状カーボネート化合物の開環重合法により重合させる
方法によって得ることができる。
【００２０】
　脂環式炭化水素系樹脂は、主鎖中に環状の炭化水素基を有する高分子である。脂環式炭
化水素系樹脂としては、特に限定されず、公知のものが使用できる。脂環式炭化水素系樹
脂としては、例えば、単環の環状オレフィン系重合体、ノルボルネン系重合体、環状共役
ジエン系重合体、ビニル脂環式炭化水素重合体、及びこれらの水素化物が挙げられる。市
販品としては、アペル（三井化学社製のエチレン－シクロオレフィン共重合体）、ＴＯＰ
ＡＳ（ポリプラスチックス社製、エチレン－シクロオレフィン共重合体）、アートン（Ｊ
ＳＲ社製のノルボルネン系重合体）、ゼオノア（日本ゼオン社製のノルボルネン系重合体
）等が挙げられる。
　熱可塑性樹脂（Ａ）は１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができ
る。
【００２１】
　熱可塑性樹脂（Ａ）は、ガラス転移温度（Ｔｇ）が１４０℃以上であることが好ましく
、１５０℃以上であることがより好ましい。ガラス転移温度（Ｔｇ）が１４０℃以上の熱
可塑性樹脂を用いることで、耐熱性に優れる樹脂フィルムが得られ易くなる。
　ここでガラス転移温度（Ｔｇ）は、粘弾性測定（周波数１１Ｈｚ、昇温速度３℃／分で
０～２５０℃の範囲で引張モードによる測定）により得られたｔａｎδ（損失弾性率／貯
蔵弾性率）の最大点の温度をいう。
【００２２】
　熱可塑性樹脂（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、通常、１００，０００～３，０００
，０００、好ましくは２００，０００～２，０００，０００、より好ましくは５００，０
００～２，０００，０００の範囲である。また、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、好ましく
は、１．０～５．０、より好ましくは、２．０～４．５の範囲である。重量平均分子量（
Ｍｗ）及び分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）法により測定したポリスチレン換算の値である。
【００２３】
〔硬化性単量体（Ｂ）〕
　本発明に用いる硬化性単量体（Ｂ）は、重合性不飽和結合を有する単量体であって、重
合反応、又は、重合反応及び架橋反応に関与し得る単量体である。なお、本明細書におい
て、「硬化」とは、この「単量体の重合反応」、「単量体の重合反応及び引き続く重合体
の架橋反応」を含めた広い概念を意味する。
　硬化性単量体（Ｂ）は、硬化反応において、硬化性単量体（Ｂ）同士で反応すると共に
、重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）とも反応するものである。このため、硬
化反応を行うことで、この紫外線吸収剤が組み込まれた重合鎖（紫外線吸収剤（C）由来
の繰り返し単位を含む重合鎖）を生成させることができる。後述するように、本発明の硬
化性樹脂組成物の硬化物からなる樹脂フィルムは、この重合鎖を含むため、種々の特性に
優れるものとなる。
　また、本発明の硬化性樹脂組成物は、硬化性単量体（Ｂ）を含有するため、このものが
一種の可塑剤として作用し、溶液キャスト法によって樹脂フィルムを製造する際に、塗膜
から溶剤を効率よく除去することができ、乾燥工程の長時間化の問題や、残留溶剤による
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カールの発生の問題が解消される。
【００２４】
　硬化性単量体（Ｂ）の分子量は、通常、３０００以下、好ましくは２００～２０００、
より好ましくは２００～１０００である。
【００２５】
　硬化性単量体（Ｂ）中の重合性不飽和結合の数は特に制限されない。硬化性単量体（Ｂ
）は、重合性不飽和結合を１つ以上有する単官能モノマーであっても、複数有する多官能
モノマーであってもよい。
【００２６】
　前記単官能モノマーとしては、特に限定されず、公知の化合物を用いることができる。
単官能モノマーとしては、分子内にエネルギー線重合性の二重結合を有する（メタ）アク
リル酸誘導体が挙げられ、例えば、イソボルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテ
ニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテ
ニルオキシ（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、アダマンタン
（メタ）アクリレート、トリシクロデカンアクリレート、エトキシ化ｏ－フェニルフェノ
ール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、フ
ェノキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレートなどの環状構造を有する（メタ）
アクリル酸エステル；
フェニルヒドロキシプロピルアクリレート、ベンジルアクリレート、フェノールエ
チレンオキシド変性アクリレートなどの芳香族化合物；
テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、モルホリンアクリレート、Ｎ－ビニルピ
ロリドンまたはＮ－ビニルカプロラクタムなどの複素環式化合物；
アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチルアクリルアミド、Ｎ－メチルメタクリル
アミド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリルアミド、アクリロイ
ルモルホリンなどのアクリルアミド類；等が挙げられる。
【００２７】
　多官能モノマーとしては、特に限定されず、公知の化合物を用いることができる。多官
能モノマーとしては、例えば、トリシクロデカンジメタノールジ（メタ）アクリレート、
ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロポキシ化エトキシ化ビスフェノー
ルＡジ（メタ）アクリレート、エトキシ化ビスフェノールＡジ（メタ）アクリレート、１
，１０－デカンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）
アクリレート、９，９－ビス［４－（２－アクリロイルオキシエトキシ）フェニル］フル
オレン、ネオペンチルグリコールアジペートジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシピバリ
ン酸ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジシクロペン
テニルジ（メタ）アクリレート、エチレンオキシド変性リン酸ジ（メタ）アクリレート、
ジ（アクリロキシエチル）イソシアヌレート、アリル化シクロヘキシルジ（メタ）アクリ
レート等の２官能の（メタ）アクリル酸誘導体；
トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）
アクリレート、プロピオン酸変性ジペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、プ
ロピレンオキシド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリス（アク
リロキシエチル）イソシアヌレート等の３官能の（メタ）アクリル酸誘導体；４ペンタエ
リスリトールテトラ（メタ）アクリレート等の４官能の（メタ）アクリル酸誘導体；
プロピオン酸変性ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アクリレート等の５官能の（メ
タ）アクリル酸誘導体； 
ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、カプロラクトン変性ジペンタエリ
スリトールヘキサ（メタ）アクリレート等の６官能の（メタ）アクリル酸誘導体；等が挙
げられる。
【００２８】
　これらの硬化性単量体は１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。
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　なかでも、硬化性単量体（Ｂ）は、耐熱性及び光学等方性に優れ、かつ。硬化収縮が起
こりにくく樹脂フィルムのカールが抑制できるという観点から、少なくとも１種が多官能
（メタ）アクリル酸誘導体であることが好ましく、２～６官能の（メタ）アクリル酸誘導
体であることがより好ましく、２官能（メタ）アクリル酸誘導体が特に好ましい。
【００２９】
〔重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）〕
　本発明に用いる重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）〔以下、紫外線吸収剤（
Ｃ）と記載することがある。〕は、分子内に、重合性不飽和結合と、紫外線吸収構造とを
有する重合性化合物である。
　紫外線吸収剤（Ｃ）は、硬化性単量体（Ｂ）と反応し、重合鎖に組み込まれる。このた
め、本発明の硬化性樹脂組成物を用いることで、後述するような種々の特性に優れる樹脂
フィルムを効率よく製造することができる。
【００３０】
　紫外線吸収剤（Ｃ）の分子量は、通常、３０００以下、好ましくは２００～２０００、
より好ましくは２００～１０００である。
【００３１】
　重合性不飽和結合としては、（メタ）アクリロイル基、ビニル基等が挙げられる。
　紫外線吸収構造としては、サリシレート系構造、ベンゾフェノン系構造、ベンゾトリア
ゾール系構造、置換アクリロニトリル系構造、ニッケルキレート系構造、ヒンダードアミ
ン系構造、トリアジン系構造等が挙げられる。
　紫外線吸収剤（Ｃ）の具体例としては、下記式（Ｃ－１）
【００３２】
【化１】

【００３３】
〔式（Ｃ－１）中、Ｒ１は、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１０アルキル基または
炭素数１～１０のアルコキシ基を表し、Ｒ２は、水素原子または炭素数１～１０のアルキ
ル基を表し、Ｘは、式：－Ｏ－Ｒ３－Ｏ－Ｃ（＝Ｏ）－ＮＨ－Ｒ４－ＯＣ（＝Ｏ）－Ｃ（
Ｒ５）＝ＣＨ２で表される基（Ｒ３、Ｒ４はそれぞれ独立して、炭素数２～２０のアルキ
レン基を表し、Ｒ５は水素原子またはメチル基を表す。）、式：－Ｏ－Ｒ６－Ｏ－Ｃ（＝
Ｏ）－Ｃ（Ｒ７）＝ＣＨ２、－ＣＨ２ＣＨ２－Ｏ－Ｃ（＝Ｏ）－Ｃ（ＣＨ３）＝ＣＨ２を
表す（Ｒ６は、炭素数２～２０のアルキレン基を表す。Ｒ７は水素原子またはメチル基を
表す。）〕で示されるベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤や、下記式（Ｃ－２）、（Ｃ－
３）
【００３４】
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【化２】

【００３５】
で示されるベンゾフェノン系紫外線吸収剤などが挙げられるが、これらに限定されるもの
ではない。
【００３６】
〔硬化性樹脂組成物〕
　本発明の硬化性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂（Ａ）、硬化性単量体（Ｂ）、紫外線吸収
剤（Ｃ）を含有するものである。
【００３７】
　硬化性樹脂組成物中の、熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化性単量体（Ｂ）の含有割合は、熱可
塑性樹脂（Ａ）と硬化性単量体（Ｂ）の質量比で、好ましくは、熱可塑性樹脂（Ａ）：硬
化性単量体（Ｂ）＝３０：７０～９０：１０、より好ましくは、３５：６５～８０：２０
である。
　硬化性樹脂組成物中の硬化性単量体（Ｂ）の含有量が、熱可塑性樹脂（Ａ）：硬化性単
量体（Ｂ）＝３０：７０を超えるときは、得られる樹脂フィルムの柔軟性が低下するおそ
れがあり、９０：１０を下回るときは、後述するように溶液キャスト法により樹脂フィル
ムを製造する際に、乾燥工程の長時間化の問題や、残留溶剤によるカールの発生のおそれ
がある。
【００３８】
　また、紫外線吸収剤（Ｃ）の含有量は、熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化性単量体（Ｂ）の合
計１００質量部に対して、好ましくは０．１～１０質量部、より好ましくは０．１～５質
量部、さらに好ましくは０．１～３質量部である。紫外線吸収剤（Ｃ）の含有量が少なす
ぎると、十分な紫外線遮断性が得られないおそれがある。一方、紫外線吸収剤（Ｃ）の含
有量が多すぎると、耐熱性が低下するおそれがある。
【００３９】
　本発明の硬化性樹脂組成物は、所望により重合開始剤を含有させることができる。重合
開始剤は、硬化反応を開始させるものであれば、特に制限なく用いることができ、例えば
、熱重合開始剤や光重合開始剤が挙げられる。
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【００４０】
　熱重合開始剤としては、有機過酸化物やアゾ系化合物が挙げられる。
【００４１】
　光重合開始剤としては、特に制限はなく、例えば、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフ
ェニルエタン－１－オン、１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニルケトン等のケトン
系光重合開始剤；２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィンオキサイド
、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド、エチル
（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィネート、ビス（２，６－ジメ
トキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチル－ペンチルホスフィンオキサイド等のリン
系光重合開始剤；ビス（η５－２，４－シクロペンタジエン－１－イル）－ビス［２，６
－ジフルオロ－３－（１Ｈ－ピロール－１－イル）－フェニル］チタニウム等のチタノセ
ン系光重合開始剤；オキシムエステル系光重合開始剤；ベンゾフェノン、ｐ－クロロベン
ゾフェノン、４，４’－ジエチルアミノベンゾフェノン等のベンゾフェノン系光重合開始
剤；チオキサントン等のチオキサントン系光重合開始剤；トリイソプロパノールアミン等
のアミン系光重合開始剤；等が挙げられる。
【００４２】
　上記の光重合開始剤の中でも、硬化反応を効率よく進行させることができる点から、２
，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニルホスフィンオキサイド、ビス（２，４，６
－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイド、エチル（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）－フェニルホスフィネート、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）
－２，４，４－トリメチル－ペンチルホスフィンオキサイド等のリン系光重合開始剤が好
ましい。
【００４３】
　重合開始剤は１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
　重合開始剤の含有量は、熱可塑性樹脂（Ａ）と硬化性単量体（Ｂ）の合計１００質量部
に対して、好ましくは０．０５～１５質量部、より好ましくは０．０５～１０質量部、さ
らに好ましくは０．０５～５質量部である。
【００４４】
　本発明の硬化性樹脂組成物には、所望により溶媒を含有させることができる。
　用いる溶媒としては、特に制限されず、例えば、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン等の脂肪
族炭化水素系溶媒；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶媒；ジクロロメタン、塩
化エチレン、クロロホルム、四塩化炭素、１，２－ジクロロエタン、モノクロロベンゼン
等のハロゲン化炭化水素系溶媒；メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、
プロピレングリコールモノメチルエーテル等のアルコール系溶媒；アセトン、メチルエチ
ルケトン、２－ペンタノン、イソホロン、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒；酢酸エチ
ル、酢酸ブチル等のエステル系溶媒；エチルセロソルブ等のセロソルブ系溶剤；１，３－
ジオキソラン等のエーテル系溶媒；等が挙げられる。
【００４５】
　また、本発明の硬化性樹脂組成物は、本発明の目的、効果を損なわない範囲内で、可塑
剤、酸化防止剤等の公知の添加剤をさらに含有していてもよい。
　本発明の硬化性樹脂組成物は、公知の方法を用いて、上記の成分を混合することにより
調製することができる。
【００４６】
２）樹脂フィルム
　本発明の樹脂フィルムは、本発明の硬化性樹脂組成物の硬化物からなるものである。
　樹脂フィルムの厚みは特に限定されず、通常、０．５～３００μｍ、好ましくは１～３
００μｍ、より好ましくは、２～２００μｍ、さらに好ましくは３～１００μｍ、特に好
ましくは５～２０μｍである。
　樹脂フィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）は、１５０℃以上であることが好ましい。
【００４７】
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　樹脂フィルムの面内の位相差は、２０ｎｍ以下であることが好ましく、１５ｎｍ以下が
より好ましい。また、面内の位相差を樹脂フィルムの厚みで割った値（複屈折率）は、通
常、２０×１０－５以下であることが好ましく、好ましくは１０×１０－５以下であるこ
とがさらに好ましい。
　樹脂フィルムの複屈折率が上記の範囲内であれば、光学等方性に優れるため、光学用途
にも好ましく用いることができる。
【００４８】
　樹脂フィルムは、公知の方法により作製することがきる。なかでも、光学等方性、紫外
線遮断性及び耐熱性に優れる樹脂フィルムを効率よく製造することができることから、溶
液キャスト法により製造することが好ましい。
【００４９】
　溶液キャスト法により樹脂フィルムを製造する場合、例えば、以下の工程（１）～工程
（２）を行うことで、目的の樹脂フィルムを得ることができる。
【００５０】
〔工程（１）〕
　工程（１）は、工程シート上に、本発明の硬化性樹脂組成物を塗工し、得られた塗膜を
乾燥することで、本発明の硬化性樹脂組成物からなる樹脂層を形成する工程である。
【００５１】
　工程シートは、樹脂フィルムを保存、運搬等する際に、樹脂フィルムを保護する役割を
有し、樹脂フィルムが使用される際には剥離されるものである。
　工程シートとしては、特に限定されず、紙；ポリエチレンテレフタレート等のプラスチ
ックフィルム；ガラス等が挙げられる。
　また、工程シートとしては、取り扱い易さの点から、紙や、プラスチックフィルム上に
剥離剤層を設けたものであってもよい。剥離層は、シリコーン系剥離剤、フッ素系剥離剤
、アルキッド系剥離剤、オレフィン系剥離剤等、従来公知の剥離剤を用いて形成すること
ができる。
　工程シートの厚みは、取り扱い易さの点から、１～５００μｍが好ましく、５～３００
μｍがより好ましい。
【００５２】
　工程シート上に、硬化性樹脂組成物を塗工する方法は特に制限されない。例えば、バー
コート法、スピンコート法、ディッピング法、ロールコート、グラビアコート、ナイフコ
ート、エアナイフコート、ロールナイフコート、ダイコート、スクリーン印刷法、スプレ
ーコート、グラビアオフセット法等、従来公知の方法を利用することができる。
【００５３】
　得られた塗膜を乾燥する方法は特に制限されない。例えば、熱風乾燥、熱ロール乾燥、
赤外線照射等、従来公知の乾燥方法を利用することができる。
　塗膜の乾燥温度は、通常、３０～１５０℃、好ましくは、５０～１００℃である。加熱
時間は、通常、数秒から数十分である。
【００５４】
〔工程（２）〕
　工程（２）は、工程（１）で得られた樹脂層を硬化させて、硬化物からなる樹脂フィル
ムを形成する工程である。
　樹脂層を硬化する方法としては、特に限定されず、公知の方法が採用できる。例えば、
樹脂層が、光重合開始剤を含有する硬化性樹脂組成物を用いて形成されたものである場合
、樹脂層に活性エネルギー線を照射することで樹脂層を硬化させることができる。活性エ
ネルギー線は、高圧水銀ランプ、無電極ランプ、キセノンランプ等を用いて照射すること
ができる。
【００５５】
　活性エネルギー線の波長は、２００～４００ｎｍが好ましく、３５０～４００ｎｍがよ
り好ましい。照射量は、通常、照度５０～１０００ｍＷ／ｃｍ２、光量５０～５０００ｍ
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Ｊ／ｃｍ２、好ましくは１０００～５０００ｍＪ／ｃｍ２の範囲である。照射時間は、通
常、０．１～１０００秒、好ましくは１～５００秒、更に好ましくは１０～１００秒であ
る。光照射工程の熱負荷を考慮して前述の光量を満たすために、複数回照射しても構わな
い。
【００５６】
　また、樹脂層に電子線を照射することで、樹脂層を硬化させることもできる。電子線を
照射する場合は、通常、光重合開始剤を利用しなくても、樹脂層を硬化させることができ
る。電子線を照射する場合は、電子線加速器等を用いることができる。照射量は、通常１
０～１０００ｋｒａｄの範囲である。照射時間は、通常、０．１～１０００秒、好ましく
は１～５００秒、更に好ましくは１０～１００秒である。
【００５７】
　本発明の樹脂フィルムは、本発明の硬化性樹脂組成物の硬化物からなり、硬化性単量体
（Ｂ）と紫外線吸収剤（Ｃ）が反応して生成した、紫外線吸収剤（Ｃ）が組み込まれた重
合鎖を含有するものである。
【００５８】
　このため、本発明の樹脂フィルムは、紫外線遮断性、耐熱性、光学等方性に優れたもの
となる。
　すなわち、重合性不飽和結合を有しない紫外線吸収剤を樹脂フィルムに含有させると、
紫外線遮断性は向上するもの、通常、耐熱性が低下する。この点、本発明の樹脂フィルム
においては、紫外線吸収剤（Ｃ）が重合鎖に組み込まれることで、耐熱性を低下させるこ
となく、紫外線遮断性が向上する。
　また、樹脂フィルム上に、溶液キャスト法を用いて別の層（例えばガスバリア層）を形
成して積層フィルムを製造する場合、本発明の樹脂フィルムを用いる場合、紫外線吸収剤
が別の層に拡散することを避けることができる。このため、紫外線吸収性を低下させるこ
となく、溶液キャスト法により積層フィルムを製造することができる。
　また、上記の重合鎖は、樹脂フィルムの光学等方性の向上にも寄与するため、本発明の
樹脂フィルムは、光学等方性に優れたものとなる。
【００５９】
　本発明の樹脂フィルムは、これらの特性を有するため、ガスバリアフィルムの形成用の
樹脂フィルムとして好適に用いられる。
【００６０】
３）ガスバリアフィルム
　本発明のガスバリアフィルムは、樹脂フィルムと、該樹脂フィルムの少なくとも片面に
ガスバリア層を有するガスバリアフィルムであって、前記樹脂フィルムが、本発明の樹脂
フィルムであることを特徴とするものである。
　本発明のガスバリアフィルムは、本発明の樹脂フィルムとガスバリア層を有するもので
あれば、その層構成は特に限定されない。例えば、本発明の樹脂フィルムとガスバリア層
とを、それぞれ１層ずつ有するものであっても、本発明の樹脂フィルム及び／又はガスバ
リア層を２層以上有するものであってもよい。
　また、本発明の樹脂フィルムの片面にガスバリア層を有していてもよく、両面にガスバ
リア層を有していてもよい。
【００６１】
〔ガスバリア層〕
　ガスバリア層は、ガスバリア性を有する限り、材質等は特に限定されない。例えば、無
機膜、ポリビニルアルコール等のガスバリア性樹脂層、高分子化合物を含む層にイオンを
注入して得られる層が挙げられる。
　これらの中でも、薄く、ガスバリア性に優れる層を効率よく形成できることから、ガス
バリア層は、無機膜、及びケイ素含有高分子化合物を含む層にイオンを注入して得られる
層であることが好ましい。
【００６２】
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　ガスバリア層の厚みは、ガスバリア性と取り扱い性の観点から、好ましくは１０～２０
００ｎｍ、より好ましくは２０～１０００ｎｍ、より好ましくは３０～５００ｎｍ、さら
に好ましくは４０～２００ｎｍの範囲である。
【００６３】
　無機膜としては、特に制限されず、例えば、アルミニウム、マグネシウム、亜鉛、及び
スズ等の金属；酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、酸化インジ
ウム、酸化スズ等の無機酸化物；窒化ケイ素、窒化アルミニウム、窒化チタン等の無機窒
化物；無機炭化物；無機硫化物；酸化窒化ケイ素等の無機酸化窒化物；無機酸化炭化物；
無機窒化炭化物；無機酸化窒化炭化物等が挙げられる。
　これらは、１種単独で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００６４】
　無機膜を形成する方法としては、真空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティン
グ法等のＰＶＤ（物理的蒸着）法や、熱ＣＶＤ（化学的蒸着）法、プラズマＣＶＤ法、光
ＣＶＤ法等のＣＶＤ法が挙げられる。
【００６５】
　ケイ素含有高分子化合物を含む層にイオンを注入して得られる層の形成に用いるケイ素
含有高分子化合物としては、ポリシラザン系化合物、ポリカルボシラン系化合物、ポリシ
ラン系化合物、及びポリオルガノシロキサン系化合物等が挙げられる。これらの中でも、
優れたガスバリア性を有するガスバリア層を形成できる観点から、ポリシラザン系化合物
が好ましい。
【００６６】
　ポリシラザン系化合物としては、ペルヒドロポリシラザン等の無機ポリシラザンや、ペ
ルヒドロポリシラザンの水素の一部又は全部がアルキル基等の有機基で置換された有機ポ
リシラザンが挙げられる。これらのポリシラザン系化合物は、一種単独で、あるいは二種
以上を組み合わせてもよい。
　また、ポリシラザン系化合物は、ガラスコーティング材等として市販されている市販品
をそのまま使用することもできる。
【００６７】
　ケイ素含有高分子化合物を含む層を形成する方法としては、ケイ素含有高分子化合物を
含む溶液を、公知の塗布方法により、塗布し、得られた塗膜を適宜乾燥する方法が挙げら
れる。
【００６８】
　前記ケイ素含有高分子化合物を含む層は、上述したケイ素含有高分子化合物の他に、本
発明の目的を阻害しない範囲で他の成分を含んでいてもよい。他の成分としては、硬化剤
、他の高分子、老化防止剤、光安定剤、難燃剤等が挙げられる。
【００６９】
　ケイ素含有高分子化合物を含む層に注入するイオンとしては、アルゴン、ヘリウム、ネ
オン、クリプトン、キセノン等の希ガスのイオン；フルオロカーボン、水素、窒素、酸素
、二酸化炭素、塩素、フッ素、硫黄等のイオン；
メタン、エタン等のアルカン系ガス類のイオン；エチレン、プロピレン等のアルケン系ガ
ス類のイオン；ペンタジエン、ブタジエン等のアルカジエン系ガス類のイオン；アセチレ
ン、メチルアセチレン等のアルキン系ガス類のイオン；ベンゼン、トルエン等の芳香族炭
化水素系ガス類のイオン；シクロプロパン、シクロヘキサン等のシクロアルカン系ガス類
のイオン；シクロペンテン、シクロヘキセン等のシクロアルケン系ガス類のイオン；
金、銀等の導電性の金属のイオン；シラン（ＳｉＨ４）又は有機ケイ素化合物のイオン；
等が挙げられる。
　これらのイオンは、一種単独で、あるいは二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００７０】
　なかでも、より簡便に注入することができ、特に優れたガスバリア性を有するガスバリ
ア層が得られることから、水素、窒素、酸素、アルゴン、ヘリウム、ネオン、キセノン、



(13) JP 6126884 B2 2017.5.10

10

20

30

40

50

及びクリプトンからなる群から選ばれる少なくとも一種のイオンが好ましい。
【００７１】
　ケイ素含有高分子化合物を含む層に注入されるイオンの注入量は、形成するガスバリア
フィルムの使用目的等に合わせて適宜決定すればよい。
【００７２】
　ケイ素含有高分子化合物を含む層にイオンを注入する方法としては、特に限定されない
が、電界により加速されたイオン（イオンビーム）を照射する方法、プラズマ中のイオン
を注入する方法等が挙げられる。なかでも、本発明においては、簡便にガスバリアフィル
ムが得られることから、後者のプラズマイオンを注入する方法が好ましい。
【００７３】
　プラズマイオン注入法としては、特に限定されず、外部電界を用いて発生させたプラズ
マ中に存在するイオンを注入する方法、外部電界を用いることなく負の高電圧パルスによ
る電界のみで発生させたプラズマ中に存在するイオンを注入する方法等の公知の方法が挙
げられる。
【００７４】
　本発明のガスバリアフィルムは、さらに、他の層を有するものであってもよい。
　他の層としては、例えば、プライマー層、導電体層、衝撃吸収層、粘着剤層、工程シー
ト等が挙げられる。これらの層の配置位置は特に限定されない。
【００７５】
　プライマー層は、基材層とガスバリア層との層間密着性を高める役割を果たす。プライ
マー層を設けることにより、層間密着性及び表面平滑性に優れるガスバリアフィルムを得
ることができる。
【００７６】
　プライマー層を構成する材料としては、特に限定されず、公知のものが使用できる。例
えば、ケイ素含有化合物；光重合性モノマー及び／又は光重合性プレポリマーからなる光
重合性化合物、及び前記光重合性化合物に少なくとも可視光域の光でラジカルを発生する
重合開始剤を含む光重合性組成物；ポリエステル系樹脂、ポリウレタン系樹脂（特にポリ
アクリルポリオール、ポリエステルポリオール、ポリエーテルポリオール等とイソシアネ
ート化合物との２液硬化型樹脂）、アクリル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、塩化ビニ
ル／酢酸ビニル共重合体、ポリビニルブチラール系樹脂、ニトロセルロース系樹脂等の樹
脂類；アルキルチタネート；エチレンイミン；等が挙げられる。これらの材料は１種単独
で、あるいは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００７７】
　プライマー層は、プライマー層を構成する材料を適当な溶剤に溶解又は分散してなるプ
ライマー層形成用溶液を、基材層の片面又は両面に塗付し、得られた塗膜を乾燥させ、所
望により加熱することより形成することができる。
【００７８】
　プライマー層形成用溶液の塗布方法、及び乾燥方法としては、樹脂フィルムの製造方法
で示したものと同様のものが挙げられる。
　プライマー層の厚みは、特に限定されないが、通常、１０～１０００ｎｍである。
【００７９】
　また、得られたプライマー層に、上記と同様の方法によりイオン注入を行ってもよい。
プライマー層にイオン注入を行うことにより、よりガスバリア性に優れるガスバリアフィ
ルムを得ることができる。
【００８０】
　導電体層は、導電体からなり、電極や配線の形成に利用されるものである。
　導電体層を構成する材料としては、金属、合金、金属酸化物、電気伝導性化合物、これ
らの混合物等が挙げられる。具体的には、アンチモンをドープした酸化スズ（ＡＴＯ）；
フッ素をドープした酸化スズ（ＦＴＯ）；酸化スズ、ゲルマニウムをドープした酸化亜鉛
（ＧＺＯ）、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）、酸化亜鉛イン
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ジウム（ＩＺＯ）等の半導電性金属酸化物；金、銀、クロム、ニッケル等の金属；これら
金属と導電性金属酸化物との混合物；ヨウ化銅、硫化銅等の無機導電性物質；ポリアニリ
ン、ポリチオフェン、ポリピロール等の有機導電性材料；等が挙げられる。
【００８１】
　導電体層の形成方法としては特に制限はない。例えば、蒸着法、スパッタリング法、イ
オンプレーティング法、熱ＣＶＤ法、プラズマＣＶＤ法等が挙げられる。
【００８２】
　導電体層の厚みはその用途等に応じて適宜選択すればよい。通常１０ｎｍから５０μｍ
、好ましくは２０ｎｍから２０μｍである。
【００８３】
　衝撃吸収層は、ガスバリア層に衝撃が加わった時に、ガスバリア層を保護するためのも
のである。
　衝撃吸収層を形成する素材としては、特に限定されないが、例えば、アクリル系樹脂、
ウレタン系樹脂、シリコーン系樹脂、オレフィン系樹脂、ゴム系材料等が挙げられる。
　また、粘着剤、コート剤、封止剤等として市販されているものを使用することもでき、
特に、アクリル系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ゴム系粘着剤等の粘着剤が好ましい。
【００８４】
　衝撃吸収層の形成方法としては特に制限はなく、例えば、プライマー層の形成方法と同
様の方法により、所定の衝撃吸収層形成溶液を塗布し、得られた塗膜を乾燥し、必要に応
じて加熱等することにより、衝撃吸収層を形成することができる。
　また、別途、剥離基材上に衝撃吸収層を成膜し、得られた膜を、積層すべき層上に転写
して積層してもよい。
　衝撃吸収層の厚みは、通常１～１００μｍ、好ましくは５～５０μｍである。
【００８５】
　粘着剤層は、他の樹脂フィルムや、被着体等に貼着する際に用いる層である。
　粘着剤層の形成材料は特に限定されないが、例えば、アクリル系粘着剤、シリコーン系
粘着剤、ゴム系粘着剤等が挙げられる。
　粘着剤層の形成方法は特に限定されず、公知の方法を利用することができる。
　粘着剤層の厚みは、通常０．５～２００μｍ、好ましくは１～１００μｍである。
【００８６】
　工程シートとしては、先に樹脂フィルムの製造方法の中で示したものと同様のものが挙
げられる。
【００８７】
　本発明のガスバリアフィルムは、複数のガスバリアフィルムが、接着剤層を介して積層
されてなるもの（以下、「ガスバリアフィルム積層体」ということがある。）であっても
よい。
　接着剤層の形成に用いる粘着剤としては、特に限定されず、アクリル系粘着剤、ウレタ
ン系粘着剤、シリコーン系粘着剤、ゴム系粘着剤等の公知のものが挙げられる。
【００８８】
　ガスバリアフィルム積層体の構成は、特に限定されない。例えば、樹脂フィルムとガス
バリア層からなるガスバリアフィルム２枚を積層する場合、ガスバリアフィルム積層体の
構成としては下記に示すものが挙げられる。
（樹脂フィルム／ガスバリア層／接着剤層／樹脂フィルム／ガスバリア層）
（樹脂フィルム／ガスバリア層／接着剤層／ガスバリア／樹脂フィルム）
（ガスバリア層／樹脂フィルム／接着剤層／樹脂フィルム／ガスバリア層）
【００８９】
　本発明のガスバリアフィルムがガスバリア性を有することは、ガスバリアフィルムの水
蒸気透過率が小さいことから確認することができる。
　ガスバリアフィルムの、４０℃、相対湿度９０％雰囲気下における水蒸気透過率は、通
常１ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下であり、好ましくは０．８ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下であり、より
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好ましくは０．５ｇ／ｍ２／ｄａｙ以下であり、さらに好ましくは０．１ｇ／ｍ２／ｄａ
ｙ以下である。水蒸気透過率は、公知の方法で測定することができる。
【００９０】
　本発明のガスバリアフィルムは、ガスバリア性、紫外線遮断性、耐熱性に優れるため、
太陽電池、タッチパネル、電子ペーパー、有機ＥＬや無機ＥＬなどのディスプレイ等の電
子デバイス用の部材として好適に用いることができる。
【００９１】
２）電子デバイス
　本発明の電子デバイスは、本発明の樹脂フィルム又は本発明のガスバリアフィルムを備
えるものである。
　電子デバイスとしては、タッチパネル、液晶ディスプレイ、ＥＬディスプレイ等のディ
スプレイ部材；太陽電池用バックシート；電子ペーパー；等が挙げられる。
　本発明の電子デバイスは、本発明の樹脂フィルム又は本発明のガスバリアフィルムを備
えるものであるため、紫外線が照射される用途に用いるものであっても、耐久性に優れる
ものである。
【実施例】
【００９２】
　以下、実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明する。但し、本発明は、以下の実施例に
なんら限定されるものではない。
　各例中の部及び％は、特に断りのない限り、質量基準である。
【００９３】
　実施例および比較例で使用した材料（略称）を以下に示す。
・熱可塑性樹脂（Ａ）
ＰＳＦ：ポリスルホン系樹脂のペレット（ＢＡＳＦ社製、「ＵＬＴＲＡＳＯＮ　Ｓ３０１
０」、Ｔｇ＝１８０℃）
ＣＯＣ：脂環式炭化水素系樹脂のペレット（ＪＳＲ社製、「ＡＲＴＯＮ　Ｆ５０２３」、
Ｔｇ＝１６５℃）
・硬化性単量体（Ｂ）
ＡＤＣＰ：トリシクロデカンジメタノールジアクリレート（新中村化学工業社製）
・重合性不飽和結合を有する紫外線吸収剤（Ｃ）
紫外線吸収剤（１）：重合性不飽和結合を有するベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤（大
塚化学社製、ＲＵＶＡ－９３）
・その他の成分
紫外線吸収剤（２）：ベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤（ＢＡＳＦ社製、ＴＩＮＶＩＮ
３８４－２）
重合開始剤（１）：ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオ
キサイド（ＢＡＳＦ社製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ８１９）
以下、用いた材料については、略称を使用する。
【００９４】
（実施例１）
　ＰＳＦ　６０部をジクロロメタンに溶解して、ＰＳＦの１５％溶液を調製した。次いで
、この溶液に、ＡＤＣＰ　４０部、紫外線吸収剤（１）　１部、及び、重合開始剤（１）
　１部を添加し、このものを混合して、硬化性樹脂組成物１を得た。
【００９５】
　工程シートとしてのポリエチレンテレフテレート（ＰＥＴ）フィルム（東洋紡社製、Ｐ
ＥＴ５０Ａ－４１００、厚み５０μｍ、表面粗さＲａ：１．０ｎｍ、Ｒｔ：１６ｎｍ）（
以下、「ＰＥＴフィルム（１）」と記載する。）の易接着層とは反対側の面に、硬化性樹
脂組成物１を、ファウンテンダイ方式で、乾燥後の厚みが５０μｍになるように塗布し、
得られた塗膜を５０℃で２分間、次いで１４０℃で２分間加熱し、塗膜を乾燥させた。
　次に、この乾燥塗膜上に、ＰＥＴフィルム（東洋紡社製、ＰＥＴ５０Ａ－４１００、厚
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み５０μｍ）（以下、「ＰＥＴフィルム（２）」と記載する。）を積層した。
　次いで、ベルトコンベア式紫外線照射装置（アイグラフィクス社製、製品名：ＥＣＳ－
４０１ＧＸ）を使用し、高圧水銀ランプ（アイグラフィクス社製、高圧水銀ランプ　製品
名：Ｈ０４－Ｌ４１）にて、紫外線ランプ高さ１５０ｍｍ、紫外線ランプ出力３ｋｗ（換
算出力１２０ｍＷ／ｃｍ）、光線波長３６５ｎｍの照度が２７１ｍＷ／ｃｍ２、光量が１
７７ｍＪ／ｃｍ２（紫外線光量計：株式会社オーク製作所社製、ＵＶ－３５１）となる条
件で、ＰＥＴフィルム（１）を介して、前記乾燥塗膜に紫外線照射を行った。次いで、同
紫外線照射装置を使用し、紫外線ランプ高さ１５０ｍｍ、光線波長３６５ｎｍの照度が２
７１ｍＷ／ｃｍ２、光量が６００ｍＪ／ｃｍ２の条件で２回目の紫外線照射（紫外線の総
光量を１３７７ｍＪ／ｃｍ２）をして、硬化反応を行い、樹脂フィルムを形成した。
【００９６】
　その後、ＰＥＴフィルム（２）を剥離し、露出した樹脂フィルム上に、ペルヒドロポリ
シラザンを主成分とするコーティング剤（「ＡＺエレクトロニックマテリアルズ社製、商
品名：ＡＺＮＬ１１０－２０）を、乾燥後の厚みが１５０ｎｍとなるように、スピンコー
ト法により塗布し、１２０℃で２分間加熱してケイ素含有高分子を含む層を形成した。
　次に、プラズマイオン注入装置を用いて、下記プラズマイオン注入条件にて、得られた
ケイ素含有高分子を含む層の表面に、アルゴンをプラズマイオン注入してガスバリア層を
形成した。
　次いで、ＰＥＴフィルム（１）を剥離し、ガスバリアフィルムを得た。
【００９７】
＜プラズマイオン注入条件＞
　・ガス流量：１００ｓｃｃｍ
　・Ｄｕｔｙ比：０．５％
　・繰り返し周波数：１０００Ｈｚ
　・印加電圧：－１０ｋＶ
　・ＲＦ電源：周波数　１３．５６ＭＨｚ、印加電力　１０００Ｗ
　・チャンバー内圧：０．２Ｐａ
　・パルス幅：５μｓｅｃ
　・処理時間（イオン注入時間）：５分間
　・搬送速度：０．２ｍ／ｍｉｎ
【００９８】
（実施例２～６、比較例１～４）
　第１表に記載の配合に変更したことを除き、実施例１と同様にして硬化性樹脂組成物を
調製し、これらを用いて、実施例１と同様にして、樹脂フィルム及びガスバリアフィルム
を得た。
【００９９】
　実施例及び比較例で得た樹脂フィルム及びガスバリアフィルムについて以下の測定、試
験を行った。
＜樹脂フィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）測定＞
　実施例および比較例で得た樹脂フィルムについて、粘弾性測定機器（ティー・エイ・イ
ンスツルメント社製、ＤＭＡ　Ｑ８００）を使用し、周波数１１Ｈｚ、昇温速度３℃／分
で、０℃から２５０℃まで昇温させたときの引張モードによる粘弾性を測定し、この測定
で得られたｔａｎδ（損失弾性率／貯蔵弾性率）の最大点の温度をガラス転移温度（Ｔｇ
）とした。測定結果を第１表に示す。
【０１００】
＜光学等方性の評価＞
　実施例および比較例で得た樹脂フィルムについて、位相差測定装置（王子計測機器社製
、ＫＯＢＲＡ－ＷＲ、波長：５８９ｎｍ）を使用し、温度２３℃の条件で、複屈折率を測
定した。樹脂フィルムの複屈折率が、１０×１０－５未満の樹脂フィルムを「○」と評価
し、１０×１０－５以上の樹脂フィルムを「×」と評価した。評価結果を第１表に示す。
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【０１０１】
＜ガスバリアフィルムの水蒸気透過率の測定＞
　実施例および比較例で得たガスバリアフィルムを、裁断装置（荻野精機製作所社製、ス
ーパーカッター「ＰＮ１－６００」）により、２３３ｍｍ×３０９ｍｍの大きさに裁断し
、測定用サンプルを得た。
　次いで、これらの測定用サンプルを用いて、４０℃、相対湿度９０％の条件下で、水蒸
気透過率測定装置（ＬＹＳＳＹ社製、製品名「Ｌ８９－５０００」）を用いて水蒸気透過
率を測定した。測定結果を第１表に示す。
【０１０２】
＜耐熱性評価試験＞
　実施例および比較例で得たガスバリアフィルムを幅４．５ｍｍに裁断して、それぞれ測
定用サンプルを得た。
　熱機械分析装置（マック・サイエンス社製、ＴＭＡ４０００Ｓ）に測定用サンプルをチ
ャック間距離が１５ｍｍになるように固定した。次いで、－２ｇｆの一定荷重（引張方向
に２ｇｆの荷重）をかけながら、雰囲気温度を２３℃から１５０℃まで、昇温速度５℃／
分で昇温し、そのまま１５０℃で３０分間保持した。このときの元の長さ（１５ｍｍ）に
対する縮み量の割合（収縮率）を求めた。収縮率が０．５％未満の場合を耐熱性が「○」
、収縮率が０．５％超の場合を耐熱性が「×」と評価した。評価結果を第１表に示す。
【０１０３】
＜紫外線遮断性の評価測定＞
　実施例および比較例で得たガスバリアフィルムについて、紫外線の遮断率（％）を測定
した。測定は、紫外・可視・近赤外分光光度計（製品名：ＵＶ－３６００、島津製作所社
製）を用いて行った。波長３６０ｎｍ以下の透過率が８０％以下の場合を「○」、波長３
６０ｎｍ以下の透過率が８０％以上の場合を「×」と評価した。
【０１０４】
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【表１】

【０１０５】
　第１表から以下のことがわかる。
　実施例１～６で得た樹脂フィルムは、ガラス転移温度が高く、また光学等方性に優れて
いる。また、実施例１～６で得たガスバリアフィルムは、耐熱性、紫外線遮断性及びガス
バリア性に優れている。
　一方、紫外線吸収剤（Ｃ）を用いない比較例１においては、樹脂フィルムの紫外線遮断
性が劣っている。



(19) JP 6126884 B2 2017.5.10

　紫外線吸収剤（C）に代えて、重合性不飽和結合を有しない紫外線吸収剤(紫外線吸収剤
（２）)を用いた比較例２においては、耐熱性に劣っている。
　硬化性単量体（B）、紫外線吸収剤のいずれも用いない比較例３においては、光学等方
性及び紫外線遮断性に劣っている。
　また、比較例（４）では、硬化性単量体（Ｂ）由来の重合鎖が生成しないため、得られ
る樹脂フィルムは光学等方性に劣っている。
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